
(令和７年３月３１日時点）

項目No.
ABC

①
課題名

②
課題の内容

③
課題の背景

④
課題に対する取組み

⑤
取組みの進捗状況
（R6年11月時点）

⑥
取組み状況（R7年３月末時点）

（予定通り取り組めなかった場合は
その理由を併記）

⑦
変革が実現した課題・取組内容・市民に

もたらされた効果

⑧
取組・進捗が十分でなかった項目・内容（理由）

令和７年度に向けた考え

Ａ（１）区役所一体
となった円
滑な市民
サービスの
提供

繁忙期で職員の手が足りな
い時や職員が産休や育休等
で中長期不在となった場
合、十分な市民サービスが
提供できない。

制度の切替時期や住民異動の集中する時期
等、特定の時期に特定の所属に業務が集中
し、利用者の待ち時間が長くなるという状
況が生じている。区役所にはフルタイム勤
務ができない者等も在籍し、繁忙期には一
部の職員に長時間の時間外勤務が発生して
いる。

各課で繁忙期が異なっているため、あらかじめ繁忙期や応援が出せそうな
時期を調査しておき、応援が必要な課が出た際に速やかに応援ができる体
制を構築する。（経験者でないと難しい業務にも対応できるよう事前に経
験者を把握しておく。）

上記の体制を整え、
これまでに保健福祉課（高齢・障害）等に１６.５日・人応援
を派遣し（災害、イベント、選挙を除く）、
・繁忙期における窓口の待ち時間の改善につながった。
・所属の業務の負担軽減になった。
・区役所全体の応援により繁忙期職場の孤立感の解消と、組織
の一体感の醸成が促進された。
といった声が寄せられている。

上記の体制を整え、
これまでに保健福祉課（高齢・障害）に２
７．５日・人応援を派遣し（災害、イベン
ト、選挙を除く）、
繁忙期における待ち時間の改善につながった
所属の業務の負担軽減につながった
区役所全体の応援により繁忙期職場の孤立感
解消と、組織の一体感の醸成が促進された
といった声が寄せられている。

市民サービス面では、繁忙期における窓
口時間の軽減につながったこと。
繁忙期における職員の負担軽減につな
がったこと。
過去の業務を踏まえた人材の有効活用を
「区役所全体で仕組化」したことによっ
て、所属長が他課に応援を求める心理的
なハードルが下がったこと。

令和７年度も引き続き実施する。

Ａ（２）来庁者や職
員にとっ
て、安全安
心で快適な
職場づくり
（カスタ
マーハラス
メント対策）

窓口等における一部の市民
からの長時間に渡る理不尽
な要求や大声での威嚇、暴
言を浴びせるなどのハラス
メント行為により ①職員が
長時間拘束され、他の市民
の待ち時間が長くなる ②職
員の心理的負担が大きくな
るといった影響が出てい
る。

市民からの相談については、相手の立場に
なって真摯かつ丁寧に対応することが基本
であるが、過大な要求を繰り返す相手に対
しては、やむを得ず話を打ち切る対応を取
ることもある。その対応に納得せず、更な
る苦情が長時間に及ぶケースもあり、通常
業務を圧迫すると共に職員の健康を害する
事態を招いている。

カスタマーハラスメントは、全庁的な共通の課題であるため、総務市民局
総務課及び７区の職員によるプロジェクトチームを結成し、他都市の事例
等を参考に、マニュアルの整備、チラシの作成、掲示、職員向けの研修、
録音機能付き電話機の導入等の対応策を検討する。

総市局総務課を中心に、各区総務企画課、総市局区政推進課、
人事課、財政・変革局税制課、東西市税事務所をメンバーとす
るカスハラ対策会議をこれまでに３回開催（８，９、１０
月）。
現在、ガイドライン骨子（案）を作成し、各部局の意見を集約
中。
今年度中にガイドラインを改定予定。
録音機能付き電話は区政推進課が来年度予算要求予定。

総市局総務課を中心に、各区総務企画課、総
市局区政推進課、人事課、財政・変革局税制
課、東西市税事務所をメンバーとするカスハ
ラ対策会議を開催し、「カスタマーハラスメ
ント対策ガイドライン」及び「ポスター」を
作成した。

職員の心理的負担の軽減につながったこ
と。
「カスタマーハラスメント対策ガイドラ
イン」により、職員間での共通認識のも
と組織的なカスハラ対策を行うことで、
職員や来庁者にとって安全安心な環境づ
くりへとつながったこと。
「通話録音装置」の設置及び「ポス
ター」の掲出がカスハラの抑止力となっ
ていること。

令和７年度も引き続き実施する。
新たに区役所に配属される職員には
各所属においてガイドラインの周知
を行う。

Ａ（３）迅速かつ的
確な問題解
決

地域で問題が発生した際の
速やかな対応や今後の地域
のあり方を検討する上で、
区役所関係部署が有してい
る地域の情報と課題を十分
に共有できていない。

地域が抱える問題や課題の中には、日常的
なもので短期に解決できるものから、中長
期の時間を要するものまで多岐に渡る。解
決には区役所各部署の情報共有と組織横断
的な対応が必要となるが、各部署間の情報
共有の仕組みが確立していないこともあ
り、効果的に対応できているとは言い難い
状況にある。

地域と関連の深いコミュニティ支援課、区社協を含む保健福祉課、まちづ
くり整備課等により「小倉南区地域情報連絡会議」を結成し、日常的に情
報を共有しながら区民に寄り添ったサービスを提供するとともに、中長期
的な課題への対応策についても議論していく。
また、ネガティブな問題への対応だけでなく、ポジティブな話題について
も適時適切な情報の共有と発信につなげることよって、隠れた地域の魅力
を広く伝えるきっかけになり、地域の価値向上等の効果も期待できる。

「小倉南区地域情報連絡会議」を立ち上げ、総務企画課、コ
ミュニティ支援課、まちづくり整備課、保健福祉課の関係４課
長により第一回会議を開催した。
（主な内容）
○ 地域情報について
各課が向き合っている団体や把握している地域活動の状況につ
いて情報を共有。今後継続することによって地域理解の解像度
が高まると考えられる。
○ 校区担当制を導入について
コミュニティ支援課において令和6 年10 月21 日から校区担当
制を実施することを共有。既に実施している他課のリストと結
合予定。各課担当とのコミュニケーションのあり方については
今後検討。
○ 上記4 課長により月一回の定例開催を基本とするが、内容
等によって他の課長・係長等も招集する。

「小倉南区地域情報連絡会議」を定例的に開
催し地域に関する情報を共有した。
コミュニティ支援課の「校区担当制」を実施
することでまちづくり協議会関係者等と職員
の接点づくりを行った。

地域からの要望に対してすばやく対応で
きたこと。
各課において把握した地域からの要望等
を早い段階で所管課と共有することで、
速やかな対応と解決につながった。
地域における明るい話題も共有できて効
果的なＰＲにつながったこと。
関係課のコミュニケーションに量と質、
両面で変化が見られるようになった。会
議の場に限らず明るい話題も随時共有さ
れ、事案のプレスリリースへ協力するこ
ともできた。

関係課の間におけるコミュニケー
ションには良い変化が見られるとは
いえ、異動等により職員の意識・行
動レベルも変動することから、令和
７年度も継続して取り組む。

Ａ（４）情報発信
ツールの見
直しと発信
体制の構築

区役所が発信している情報
が届けたい相手、情報を求
めている相手へ十分に届い
ていな
い。

区役所の情報発信は、主に市政だより（区
版）やホームページ等で行っているが、特
に若い世代には情報が届いていない。一方
で現在の情報発信は内向き（区民が対象）
が中心で、外向き（観光客等が対象）の情
報提供が弱い。

ターゲットを明確にし、ターゲットに応じた媒体により、
ア 区役所利用者へ「区役所のトリセツ」を、
イ 区民へ市政情報や地域の催し、店舗などの情報を、
ウ 観光客等へイベント、フォトジェニックな場所、グルメ、隠れた名店・
名所等の情報を
戦略的に発信するための体制を整備する。

小倉南区公式ＳＮＳの運用内規及び投稿計画を定め、積極的な
投稿を行うこととした。

公式ＳＮＳの主たるプラットフォームをインスタ
グラムとして、若手職員を中心とした活動ユ
ニット「チームＺ」による「観光目線」での投稿を
強化した結果、フォロワー数が４００件以上増加
した。（R6.10～R7.2、5ヶ月間）

取材対象となった店舗から「区役所のイ
ンスタグラムを見たお客さんが来てくれ
た」という声や、取材自体への感謝も複
数寄せられた。また、取材・投稿に取り
組んだ若手職員からは「取材活動をしな
がら店舗等外部関係者とのコミュニケー
ションスキルに自信が持てるようになっ
た」という感想があった。

職員の異動等により安定した運用に
は課題が残る。令和７年度は取材候
補の掘り起こしやエンゲージメント
等の定量評価を行いながら取組の定
着を図る。

Ａ（５）地域資源の
活用と人材
育成

区役所は地域資源の活用に
よる付加価値の最大化を目
指すべき存在であるが、企
画・政策立案機能と人材が
不足している。

〇 地域に一番近い区役所は、これまで以
上に地域と関わり、人と人をつなぎ、地域
資源の活用策を探ることによって、市の発
展に貢献すべき存在である。
〇 今後の市役所の発展のためには、区役
所に在籍する若手職員が地域に足を運ぶこ
とで、地域の実情を理解し、課題の解決や
発展のための方策を考え、実行する力を身
につける必要がある。

〇 区はこれまで以上に地域に入り込み、関係を強化することにより、観光
振興や企業立地支援、空き家対策など市の様々な事業に「地域の力」を活
用（掛け合わせる：【×地域（クロス地域）】）し、シナジー効果を狙う
と共に、事業の合意形成やスムーズな進行に貢献する。
ア そのために何が必要か、何ができるか調査・検討する。
イ 地域の力を更に引き出し活用するため、企画・政策立案機能を担うライ
ンの新設を関係部局と検討する。
〇 ウ 区役所の若手・中堅職員を中心とした活動ユニットを組織横断的に
編成し、【×地域】を意識した活動を行うことで、「感じ・考え・行動す
る区役所」
「本庁を始め内外に対して企画・提案・発信する区役所づくり」を進め
る。
〇【×地域】の第一弾として、
エ 地元目線の新たな観光資源の掘り起こし
オ 自然保護の視点と住民の理解が欠かせない「平尾台のリブランディン
グ」
に着手する。
カ 親しみやすい自然環境に恵まれている小倉南区ならではのウォーキング
コースの整備
※この「課題Ａ－５」の取組は「課題Ｃ―１」に続く。

別紙

役職者による連絡会議での情報共有と若手職
員チームによる積極的な活動によって、将来に
わたって取り組むべき具体的なテーマを抽出す
ることができた。

若手職員中心の「チームＺ」による企
画・提案・発信の一連の活動実績によっ
て、職員個人には「挑戦するマインド」
を、組織には「挑戦する空気」をもたら
すことができた。同時に、若手職員が地
域に出て活動することにより、職員自身
のコミュニケーションスキルの向上に加
えて、関わった外部関係者には「動く区
役所」の印象をもたらすこともできた。

人材育成面において取組の素地がで
きたことから、令和７年度は戦略担
当ラインを中心にテーマごとに横串
による体制づくりと外部の多様な主
体との連携により、地域資源の掘り
起こしや磨き上げを具体的に進めて
いく。

R６小倉南区Ｘ方針 振り返りシート（設定した課題の取組結果）
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①
課題名

②
課題の内容

③
課題の背景

④
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⑤
取組みの進捗状況
（R6年11月時点）

⑥
取組み状況（R7年３月末時点）

（予定通り取り組めなかった場合は
その理由を併記）

⑦
変革が実現した課題・取組内容・市民に
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⑧
取組・進捗が十分でなかった項目・内容（理由）

令和７年度に向けた考え

Ｂ（１）現役世代・
子育て世代
のニーズに
合わせた柔
軟な市民セ
ンターの運
営（日曜開
館の検討
等）

持続可能な地域コミュニ
ティの形成を進める上で、
次世代のまちづくりの担い
手を発掘・育成する必要が
あるが、地域コミュニティ
の拠点となる市民センター
が日曜閉館となっており、
十分な機能を発揮していな
い。

○ 市民センター利用者は高齢化・固定化
しており、新たな利用者を呼び込めていな
い。地域づくりには、幅広い年齢層や様々
な個性や特技を持った人々が必要であり、
その出会いの場として、市民センターを多
くの現役世代・子育て世代に利用してもら
う必要がある。
○ 日曜開館は制度上可能であるが、①既
存の利用者（クラブ活動）との調整が必
要、②センター職員（まちづくり協議会雇
用職員）の出勤体制を整えることが困難な
どの理由から、小倉南区では日曜開館を実
施している市民センターはない。

モデル校区を選定し「市民センターのあり方に関するアンケート調査
（仮）」を実施する。アンケートの設計は、まちづくり協議会の役員等も
交えて質問項目等を検討することで、地域と共に市民センターの機能や役
割を考える機会とする。

○ 地域振興課との協議
モデル実施できる市民センターを複数（2-3館）選定する予定。な
お、地域振興課においては下記3 項目の検討中であり、逐次情報を
共有。
※「市民センターの使用要件の見直し（R7実施）」「オンライン予
約システム（R7中実施）」「土曜夜間、日曜開館（R7以降順次）」
について、11/26 市長定例会見で発表（予定）。
○ 市民センター館長への周知
10月25日実施の市民センター館長会議において説明。
また、館長（5人程度※）によるワーキンググループ（館長WG）を
設置予定。
※小倉南区内5ブロックから各1人ずつ
○ アンケート調査
地域振興課との協議内容と進捗を見ながら、上記WGでの検討を予
定。
○ まちづくり協議会（市民センター管理委託者）への周知
11月6日 自治総連合会役員会、12月4日 同会長会の席上で説明予
定。

○	市民センターの日曜開館
・	館長会議やまちづくり協議会にて周知を
行った。
・	モデル校区の選定や館長ＷＧ、アンケート
調査を予定していたが見送り。
・	曽根市民センターより日曜開館の希望があ
り、R7年度から第4日曜日を開館することとし
た。
○	市民センター利用目的の規制緩和（R7.4か
ら実施）
・	市内全市民センターにおいて、NPO法人によ
る有料イベントや企業による講座などの利用
目的について規制緩和が図られた。

○	日曜開館に伴うハードルがある中、1館
が実施に至ったことで利用しやすい市民
センターへの一歩前進である。
○	多目的利用の申請受付（R7.4から開
始）は、5月末現在で27件。幅広な年代、
分野での交流の場、出会いの場となるこ
とが期待される。

○	R6年度は利用目的の規制緩和に先
行して取り組むことになったため、
アンケート調査等についてはR7年度
に実施準備を行う。
○	日曜開館を検討しつつ実施に至ら
なかった校区もあり、先行して実施
するセンターの体制や調整等を参考
に可能性を探りながら、日曜開館の
広がりを促していく。

Ｂ（２）地域特性に
応じた新た
な持続可能
な地域コ
ミュニティ
の形成

少子高齢化の進展などによ
り、地域を取り巻く課題が
複雑化・多様化する一方、
地域コミュニティの中心的
な担い手である自治会への
加入者は年々減少し、地域
活動の継続が困難な地域も
生じつつある。

○ 働き続ける高齢者が増える傾向にあ
り、次世代の担い手不足は更に深刻化す
る。
○ 市民センター館長の任期満了（５年）
によって、まちとの関わり、人脈、志、目
指すべき姿、進め方がゼロ・リセットされ
る。
○ 地域コミュニティづくりは仕組みや制
度に加えて「人」がポイントであり、地域
にとことん入り込み、人を知り、人を動か
す「人」が必要である。

これまでの自治会加入促進の取組等を継続すると共に、市民センター館長
と連携して以下の事業を行うため、館長の地域におけるハブ人材としての
機能や地域コーディネーターとしての役割を強化すると共に、区役所への
「（仮称）地域コミュニティデザイン担当部長」の新設を関係部局と検討
する。

ア 「まちづくり協議会」を地域の実情に応じたカタチにカスタマイズす
る。
イ 世代交代を見据えて新たなまちづくり人材を発掘・育成し、キャスティ
ングする。
ウ 自治会への加入・未加入に関わらない様々なコミュニティ（地域の事業
所やスポーツクラブ、ペットショップ等）に積極的にアプローチしなが
ら、地域におけるゆるやかなネットワークを構築する。

○ 持続可能なコミュニティの形成に取り組む前提として、10年後、20年
後といった中長期的な視点を持って、地域の様子をできるだけ具体的に
イメージする必要があることから、以下の内容で関係者による勉強会を
計画中。（明るく危機感を共有）
（タイトル）持続可能なまちづくりを考える～あなたの地域は大丈夫？
～（仮）
（講師）NPO 人と組織と地球のための国際研究所 代表者 川北 秀人
○ 地域コミュニティの必要性は命と暮らしを守ることにあり、土台とな
る活動は「防犯」「防災・減災」「環境衛生」に尽きる。このことの意
味をよく理解し、地域の人々の意識を再び地域（生活環境）に寄せてい
くため、「地域防犯」をテーマとした多世代参加によるワークショップ
を継続開催する。なお、次年度に向けて今年度中にプレテスト実施。
（10/12実施済、2月実施に向け計画中）
（タイトル）地域防犯を考えるワークショップ
（時期）令和7年度に4-5回実施予定 （場所）4-5校区を選定
○ 体制の整備
現在、「（仮称）地域コミュニティデザイン担当」ラインの新設につい
て人事課に要求中。併せて来年度の活動に必要な予算を要求中。

○	意識づけ学習会の開催
小倉南区自治総連合会と共に学習会を開催
（川北氏による。R7.3.6）。まちづくり協議
会役員や市民センター館長等約60名が参加。

○	戦略担当の創設（R7.4～）
地域資源の発掘や発信、またそれを通じた持
続可能な地域づくり・区役所づくりを担うラ
インを配置。※総務企画課に新設（兼務：コ
ミュニティ支援課）

○	時代の変化に対応しながら地域コミュ
ニティのあり方を考える時期において、
分かりやすく意識づけする機会となり、
参加者の中には地域活動を見直しに着手
した人も出てきた。

○	まちづくり協議会関係者等との学
習会によって持続可能な地域コミュ
ニティづくりに関する取組の一歩を
踏み出したばかりであり、総務市民
局における地域コミュニティビジョ
ンの策定検討等の動きを見ながら、
より具体的に活動を進めていく。
○	一人でも多くの関係者に意識と行
動の変革に向けた動機づけが必要で
あることから、R7年度も川北氏を招
へいし更なる意識づけの拡大を図
り、将来を見据えた地域コミュニ
ティのあり方を各自で、また地域に
おいて考えるきっかけづくりを行
う。
○	地域防犯については、小倉南警察
署とも連携し犯罪発生状況などを校
区別に見える化し防犯活動につなげ
る。また、モデル校区にて活動の効
果検証を実施予定。

Ｃ（１）区役所の一
歩先の価値
観を体現す
る「未来型
区役所」の
デザイン

「スマらく区役所サービス
プロジェクト」等ＤＸ施策
の進捗に伴う新たな区役所
のあり方や庁舎の利活用に
関する青写真を描いておく
必要がある。

○ ＤＸに関連する諸施策が進捗し、「書
かない・待たない・行かなくていい」区役
所が実現すると、従来の業務に必要な人員
が減り、庁舎内に余裕空間が生まれる。
○ 一方で、職員数が減ることにより、選
挙投開票事務を始め、避難所運営、大型イ
ベント等、事業によっては区役所単独での
実施が困難となる。
○ 区役所は地域に一番近い存在である
が、地域資源の活用による付加価値の最大
化を目指すための企画・政策立案機能と人
材が不足している。（課題Ａ－５）

以下の案を柱に新たな区役所のあり方を検討する。
ア 企画・政策立案機能の強化（地域資源の活用）（課題Ａ－５）
観光振興や企業立地支援、空き家対策など市の様々な事業に「地域の力」を活用
（掛け合わせる：【×地域】）し、シナジー効果を狙うとともに、事業の合意形成や
スムーズな進行に貢献する。
イ 持続可能な新たな地域コミュニティの形成（課題Ｂ－２）
・ 地域特性に応じた「まちづくり協議会」のカスタマイズ
・ 世代交代を見据えた新たなまちづくり人材の発掘、育成、キャスティング
・ 自治会への加入・未加入に関わらない様々なコミュニティへのアプローチと
ゆるやかなネットワークの構築
ウ 庁舎内の余裕空間の活用
ＮＰＯを含む多様な人材が、集い、関わり、つながることによって、地域課題の自律
的な解決に取り組む場となるよう、コワーキング機能を有する空間として整備する。
エ 推進体制の整備
（仮称）地域力推進担当部長（（仮称）地域コミュニティデザイン担当部長と兼務）
の新設を関係部局と検討する。
※（仮称）地域コミュニティデザイン担当部長については課題Ｂ－２に記載。
オ 避難所運営等の体制維持
市全体の課題として関係部局と検討する。

ア 企画・政策立案機能の強化（地域資源の活用）（課題Ａ－
５）
イ 持続可能な新たな地域コミュニティの形成（課題Ｂ－２）
→ 前述のとおり
ウ 庁舎内の余裕空間の活用
→ 区役所内でスマらく、ＤＸの進捗状況について情報を共有
し、どの程度余裕スペースができるのか確認作業を開始した。
エ 推進体制の整備
→ 今後の避難所運営について区長会議の場において区長から
問題提起すると共に、市選挙課に同様の問題提起を行った。

「スマらく」進展後の職員数やスペースにつ
いての試算を元に区役所の将来像を「小倉南
区役所 ミライのカタチ」としてまとめ、幹部
職員だけでなくＮＰＯ等の外部団体とも共有
し議論を行った。

現時点では不確実であってもあえて将来
像を示すことで「変革期においては行政
や民間の垣根を溶かして課題に向き合
い、共に行動する必要がある」という価
値観を一部の関係者と共有することがで
きた。

「未来型区役所のデザイン」は「持
続可能な地域コミュニティのデザイ
ン」と表裏一体であることから、ま
ちづくり協議会等地域活動に関わる
区民の一人でも多くに問いかけなが
ら、令和７年度以降も継続して取り
組む。
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項目No.
ABC

①
課題名

②
課題の内容

③
課題の背景

④
課題に対する取組み

⑤
取組みの進捗状況
（R6年11月時点）

⑥
取組み状況（R7年３月末時点）

（予定通り取り組めなかった場合は
その理由を併記）

⑦
変革が実現した課題・取組内容・市民に

もたらされた効果

⑧
取組・進捗が十分でなかった項目・内容（理由）

令和７年度に向けた考え

小倉南区役所 局区X方針より

⑤ 取組みの進捗状況、取組結果（令和６年11 月末時点）

ア 調査・検討

X 地域の実行については、その前提として地域情報・資源の収集・把握が必要となることから、職員と地域の関わりや結びつきを強めていくため、コミュニティ支援課において校区別担当制を導入した。合わせて、所属

の垣根を超えた情報共有体制の構築等を目指して、関係課長による「小倉南区地域情報連絡会議」を立ち上げた。

イ 企画・政策立案機能を担うラインの新設

現在、企画部門を強化した形で組織改正案、人員要求を行っている。

ウ 若手・中堅職員を中心とした活動ユニット編成

「新しい区役所づくり」の要となる若手・中堅職員を区役所内で公募し、２５名のメンバーで「チームＺ」を結成。５月に市長出席のもとキックオフミーティングを実施した。現在、「平尾台プロジェクト」「飲食プロ

ジェクト」「農業プロジェクト」の３グループが、それぞれ地域に足を運び、現状や課題を把握しながら活動している。

エ 地元目線の新たな観光資源の掘り起こし

飲食や農業といったテーマごとに、平尾台を始めとした地元関係者へのヒアリングや取材等を「チームＺ」メンバーが実施している。新たな観光資源の掘り起こし、

磨き上げを行っており、最終的には小倉南区のコンテンツを示したＭＡＰを作成し、マスコミ関係者へ売り込むなど、若い世代の視点を活かした取り組みを行うこ

ととしている。

オ 「平尾台のリブランディング」着手

「チームＺ」の活動に加えて、平尾台を中心とした小倉南区の観光プロモーションを行うために、来年度の予算要求を行っている。

カ ウォーキングコースの整備

「貫山・平尾台トレッキングマップ（まちづくり推進課）」をもとに、現地調査に着手した。朽網ルートでは４ヶ所の案内標識を確認、井手浦ルートは林道入口に

おいてゲートを閉鎖（通行不可）している。整備にあたっての課題として、ルートには、市道（まちづくり整備課）、林道（産業経済局農林課）のほか、私有地が存在する可能性あり、確認が必要。引き続き、山間部の

ルート調査を実施予定。

別紙 課題Ａ（５）

「⑤ 取組みの進捗状況、

取組結果」

3


